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研究成果の概要（和文）：世界レベルで持続可能な交通を構築していくためには、日本企業が世界の最先端を走
る次世代自動車技術を世界的に普及させていく必要がある。この問題意識の下、本研究は「次世代自動車普及の
ためのインセンティブ政策の研究」、「次世代自動車普及によるグローバル・ベネフィットの研究」という２つ
の研究を実施した。　本研究の主な成果は、１）次世代自動車に対する経済的インセンティブ政策を、車両価格
の将来リスクを考慮して検討した点、２）次世代自動車の普及が、世界の大気温泉物質濃度に与える影響を推計
した点、の2点である。

研究成果の概要（英文）：The imperative to design sustainable future transportation systems on a 
global scale will require global market diffusion of next-generation vehicles, an area in which 
Japanese companies currently lead the world. Based on this idea, the research comprises of the 
following two tasks: 1) Study of governmental economic incentives for the diffusion of 
next-generation vehicles, and 2) Study of global benefits from the diffusion of next-generation 
vehicles.

Major achievements are as follows: 1) Governmental economic incentives are studied considering the 
price risks of next-generation vehicles (Task 1); 2) The effects on the concentration of air 
pollutants from the diffusion of next-generation vehicles are estimated on a global basis (Task 2).

研究分野： 公共経済学、技術公共政策
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１．研究開始当初の背景 
国際エネルギー機関 IEA の CO2 Emissions 

from Fuel Combustion 2011 よれば、自動車（道
路交通部門）からの CO2排出量（燃料燃焼起
源）は、2009 年で、世界の排出量全体の 
16.8 %を占めている。今後、世界レベルで持
続可能な交通を構築していくためには、日本
企業が世界の最先端を走る次世代自動車技
術をフルに活用し、世界的に普及させていく
必要がある。そして、これを通じて、日本の
基幹産業である自動車産業のさらなる国際
競争力強化に結びつけていく必要がある。本
研究は、こうした、背景・動機の下にスター
トさせたものである。 
 
２．研究の目的 
上述した動機・背景の下、本研究は、以下

の 2 つのテーマを設定し推進した。 
 
テーマ１：「次世代自動車普及のためのイ
ンセンティブ政策の研究」：インセンティブ
が電気自動車 (EV) 、プラグインハイブリッ
ド自動車 (PHV) 、燃料電池自動車 (FCV) 等
の次世代自動車の普及と社会的厚生水準向
上に与える効果を分析するとともに、不確実
性に配慮したインセンティブ政策のあり方
を研究するものである。このテーマを設定し
た背景には、技術の普及政策に関する政府の
議論には、経済学的な分析が不足していると
の状況認識があり、この研究が、次世代自動
車のインセンティブ政策立案に対して重要
な貢献ができると考えた。 
 
 
テーマ２：「次世代自動車普及によるグロー
バル・ベネフィットの研究」：次世代自動車
普及の効果を、温室効果ガス削減という長期
的な効果のみならず、大気汚染物質の削減に
よる人間の健康被害、医療費の削減等の短期
的な効果を含め、世界レベルで推計するもの
である。温室効果ガス排出削減は、その効果
が長期的で且つ不確実性が大きいこと等か
ら、特に新興国・途上国においては、それだ
けを根拠に積極的な温暖化対策を打ち出し
にくいのが実態である。このテーマを設定し
たのは、短期的効果の大きさを定量化するこ
とは、特に新興国・途上国における次世代自
動車普及を含む温暖化対策推進にインパク
トを有すると考えたからである。 
 
３．研究の方法 
テーマ１、テーマ２共に、コンピュータシ

ミュレーションモデルを構築して分析を行
った。テーマ２については、英国の 2 大学
（University College London, University of East 
Anglia）の研究者との国際共同研究として実
施した。分析結果については、シンポジウム
を開催して社会に還元すると共に、各種学会、
ワーキングペーパー、学術雑誌で公表した。
また、本研究の研究領域で研究を進める国内

の若手研究者を招聘し、ワークショプを開催
した。 
 
４．研究成果 
以下では、本研究の主な成果を、(1) 得ら

れた知見、(2) 発表論文等、(3) その他、と
いう３つの観点から述べる。 

 
(1) 得られた知見 
まず、テーマ１「次世代自動車普及のため

のインセンティブ政策の研究」に関して得ら
れた主な知見について述べる。 
次世代自動車に対する政府の経済的イン

センティブは、学習効果や量産効果によるコ
スト低減が見込まれる技術において、普及の
呼び水として正当化される。EV や FCV はそ
うした性質を有する技術と考えられており、
将来的には政府のインセンティブがなくと
も市場競争力を持つようになると期待され
ている。しかし、競争力を持ちうるか否かは
将来のコスト低減の程度に依存する。コスト
が、いつ、どれほど低減するかは技術進歩に
依存するため不確実性が高い。従来の技術普
及推計では、多くの場合、期待値あるいはシ
ナリオとして特定のコスト低減過程を想定
し、その下での市場性を検討していた。一方、
次世代技術の市場競争力は、コスト低減効果
のわずかな違いが大きく影響し、こうした想
定の相違により予想される普及率は大きく
異なる可能性がある。すなわち，技術開発・
普及に対する政府のインセンティブの効果
には不確実性があり、財政支出の判断におい
ては、こうした不確実性を考慮することが必
要と考えられる。 
これに対し、本研究では、次世代自動車の

普及政策の効果とリスクを経済的に評価す
る新たな方法論を構築した。具体的には、次
世代自動車として，電気自動車と水素燃料電
池自動車を想定し、それらの普及目標を達成
する場合の CO2排出削減価値と、目標達成の
ための補助金額の差を純便益と定義し、その
期待値を政策効果として推計した。一方、次
世代自動車価格を確率変数として取り扱う
ことで純便益の確率分布を求める。これによ
り，純便益の Conditional Value at Risk をリス
クとして定義し、普及目標に対する効果とリ
スクを分析した。その結果、FCV のコストは
高く、かつコスト見通しのばらつきも大きい
ため、大規模普及目標はリスクが高いこと、
EV は FCV と比較して相対的に安価となる可
能性が高いことを示した。また，現状の技術
見通しの下では、CO2 排出削減目標が高まる
ほど、コストもリスクも高まる傾向が示され、
このことから、見通しの確実性を高めるため
にも、現時点では，補助金等の経済的普及策
よりは、性能向上・コスト削減の技術開発政
策に注力すべきと結論した。 
この「次世代自動車普及のためのインセン

ティブ政策の研究」については、この研究の
他、次世代自動車と燃料供給インフラとの補



完的な関係に着目した普及モデルの構築や、
自動運転車の普及政策の研究も実施した。特
に、自動走行システムに関する研究結果つい
ては、一部を、戦略的イノベーション創造プ
ログラム「自動走行ステム」の国際専門家会
議であるSIP-adus Workshop 2016で発表した。
さらに、研究代表者は、SIP-adus 国際連係
WG の準構成員を務めることとなり、本研究
の成果を国の重点プロジェクトに還元でき
る体制を構築し得た。自動運転に関する研究
成果は、挑戦的萌芽研究「自動走行システム
の社会的厚生分析」（研究課題 /領域番
号:16K12830）にその成果を引きつぎ、さら
に発展させていく。 

 
次に、テーマ２の「次世代自動車普及によ

るグローバル・ベネフィットの研究」につい
て述べる。温室効果ガス、大気汚染物質の地
域別排出量の推計は、次の 2 つのアプローチ
で実施した。まず、第 1 に、IEA 等による次
世代自動車普及の将来見通し等を参考に、自
動車の廃車・買い替えの時期を考慮したモデ
ルを使用し、次世代自動車の普及シナリオデ
ータを独自に作成した。そしてこれと経済環
境統合マクロ計量経済モデル（E3ME）との
連結を行い、排出量の推計を行った。第 2 に、
長期最適化型世界エネルギーシステムモデ
ル（REDGEM70）を用い、大気中 CO2濃度に
何ら制約を課さないケース（BAU ケース）と
大気中 CO2濃度を 2100 年に 400 ppmv で安定
化させるケースの下で、次世代自動車の普及
台数を推計するとともに、温室効果ガス、大
気汚染物質の地域別排出量を推計した。  
次に、温室効果ガス、大気汚染物質の地域

別排出量の推定値を、大気化学物質輸送モデ
ル TOMCAT に入力し、2050 年時点の世界の
大気汚染物質濃度を推計した。上記、
REDGEM70 モデルで想定した BAU ケース
では、NOx の濃度は、例えば、中国で 5ppbv、
東欧や米国東部で 2ppbv 減少するとの結論を
得ている（ただ次世代車普及以外の効果も含
む）。 
なお、当初計画では、この大気汚染物質濃

度の変化を受けて、人間の健康被害、医療費
の削減等を世界レベルで推計することとし
ているが、助成期間内に終了させることがで
きなかった。これについては、引き続き作業
を進めていきたい。 
 
(2) 発表論文等 
本研究で得られた主な知見は以上の通り

であるが、多くが、ワーキングペーパーの段
階に有り、国際ジャーナルや当初予定してい
た書籍出版といった形での成果が、補助期間
内に得られていないことがくやまれる。これ
については、引き続き取り組み、世界の自動
車技術研究者や政策関係者に対して、有益な
情報を提供していきたい。 

 
 

(3) その他 
本研究では、シンポジム開催を通じて、研

究成果の社会還元に努めた。また、本研究の
領域で研究を進める国内の若手研究者を招
聘し、ワークショプを開催した。さらに、内
外から著名な研究者・実務家を招聘してセミ
ナーを開催した。以下、これについて記述す
る。 

 
① シンポジウムの開催 

本研究の研究成果の社会還元の一環とし
て、研究代表者主宰の下、同志社大学で
以下の２つのシンポジウムを開催した。 

・ 同志社大学技術・企業・国際競争力研究
センターシンポジウム『自動車の新技
術：その効果と課題』, 2015 年 3 月 23 日, 
同志社大学寒梅館（京都市上京区） 

・ 同志社大学技術・企業・国際競争力研究
センターシンポジウム Next-Generation 
Automotive Technology: Social Benefit and 
Diffusion Policy, 2016年 3月 11日, 同志社
大学寒梅館（京都市上京区） 

後者については、本研究の研究協力者を含
め、次世代自動車普及に関係する政策研究者
を日本、中国、イギリスより招聘して開催し
た。 

 
② 若手研究者のためのワークショップの開

催 
2016 年 3 月 12 日に、本研究の関連領域で

研究を進める若手研究者を 2 名（同志社大学
博士後期課程院生 1 名、国立環境研究所 PD 
1 名）を招聘し、3 月 11 日の国際シンポジウ
ムで招聘した研究者をコメンテーターとし、
同志社大学寒梅館で開催した。 

 
③ セミナーの開催 
本研究に関連する分野の研究者・実務家を

招聘したセミナーを、研究期間内に 3 回開催
した。内容については、「５．主な発表論文
等」の〔その他：本事業で開催したセミナー〕
を参照されたい。 
 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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